
三重県大気環境の保全に関する流入車対策要綱（案）

（目的）

第１条 この要綱は、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）（以下「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」という。）

に基づく三重県対策地域において、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る大気環境基準を確

保するため、自動車の運行に伴い排出される窒素酸化物、粒子状物質を低減することを目的

とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。

一 対象自動車 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削減等に関する特別措置法施行令（平成４年政令第365号。以下「令」という。）第４条第

１号及び第６号に掲げる自動車（道路運送車両法第40条第３号に規定する車両総重量が8,000

キログラム以上に限る）並びに同条第３号に掲げる自動車をいう。

二 対策地域 令別表第１第６号に掲げる地域をいう。

三 対象地域 国道２３号の桑名市小貝須（国道２５８号交差点）から四日市市塩浜（国道

２５号交差点）の区間をいう。

四 荷主等 次のいずれかに該当する者をいう。

イ 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所若しくはその他の場所（以下「事業所

等」という。）から又は対策地域内の自己の事業所等に貨物若しくは廃棄物（以下「貨物

等」という。）を他の者に委託して運送させる者

ロ 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所等に、購入、借入れ又は譲受け（以下

「購入等」という。）をする貨物等を運送させる者

五 特定荷主等 荷主等のうち、継続的に又は反復して、貨物等を他の者に委託して運送させ、

又は購入等をする貨物等を運送させる者であって、資本金の額等が３億円を超え、かつ、対

策地域内に建物の延べ面積が１万平方メートルを超える事業所又は敷地面積が３万平方メー

トルを超える事業所を有するものをいう。

六 旅行業者 旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第２条第１項に規定する旅行業を営む

者であって、対策地域内に営業所を有するものをいう。

七 特定旅行業者 旅行業者のうち、その業務の範囲が旅行業法施行規則（昭和４６年運輸省

令第６１号）第１条の２第１号に規定する第一種旅行業務であって、対策地域内で対象自動

車を利用した業務を実施するものをいう。

八 中継施設管理者 次のいずれかに該当する施設であって、対策地域内に存するものを設置

し、又は管理する者をいう。

イ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第２項に規定する国際拠点港湾

ロ 鉄道の貨物駅（上屋又は荷さばき場及び対象自動車の駐車場を有するものに限る）

ハ 卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第２条第４項に規定する地方卸売市場



ニ 倉庫業法（昭和３１年法律第１２１号）第３条の規定により登録を受けた事業者のう

ち、次に掲げるいずれかの事業所を対策地域内に設置する事業者であること。

（１）倉庫業法施行規則（昭和３１年運輸省令第５９号）第３条第１号から第５号まで又

は第７号（貯蔵槽により保管するものを除く）に掲げる倉庫を所管し、それらの有効面

積の合計が５千平方メートル以上である事業所

（２）倉庫業法施行規則第３条第６号、第７号（貯蔵槽により保管するものに限る。）又

は第８号に掲げる倉庫を所管し、それらの有効容積の合計が１万５千立方メートル以上

である事業所

九 車種規制適合車等 車種規制適合車（対象自動車であって、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法第１２

条第１項に規定する窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合するもの）及び経過

措置対象車（対象自動車であって、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法第１３条第１項の規定により同法

１２条第１項に規定する窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準が適用されないものそ

の他別に定めるものをいう。）

十 車種規制適合車標章等 環境省及び国土交通省が規定する「基準適合表示交付要領」に基

づくもの、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第４１条に規定する技術基準と同

等以上の基準に適合しているもの、又はこれに準ずる表示をいう。

（車種規制適合車等の使用）

第３条 対策地域を発地又は着地として、対象地域において対象自動車を運行する者は、車種

規制適合車等を使用するよう努めるものとする。

なお、災害等が発生したときは、この限りではない。

（車種規制適合車標章等の表示）

第４条 対策地域を発地又は着地として、対象地域において車種規制適合車等を運行する者は、

車種規制適合車標章等を当該車種規制適合車等に表示するよう努めるものとする。

（荷主等による車種規制適合車等の使用のための措置等）

第５条 荷主等は、貨物等を、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項

に規定する一般貨物自動車運送事業若しくは同条第３項に規定する特定貨物自動車運送事業

若しくは貨物利用運送事業法（平成元年法律第８２号）第２条第６項に規定する貨物利用運

送事業を経営する者又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第７条第１２項に規定する一般廃棄物収集運搬業者、同法第１４条第１２項に規定する産業

廃棄物収集運搬業者若しくは同法第１４条の４第１２項に規定する特別管理産業廃棄物収集

運搬業者（以下「貨物運送事業者等」という。）に委託して運送させようとする場合は、当

該貨物運送事業者等に対して、対象地域において対象自動車を運行するときは、車種規制適

合車等を使用することを求めるよう努めるものとする。

２ 荷主等は、購入等をする貨物等を運送させようとする場合は、当該貨物等の販売、貸出し

又は譲渡しをする者に対して、対象地域において対象自動車を運行するときは、車種規制適
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合車等を使用することを求めるよう努めるものとする。

３ 旅行業者は、旅客を、対策地域を発地又は着地として、道路運送法（昭和２６年法律第１

８３号）第２条第３項に規定する旅客自動車運送事業を経営する者に委託して運送させよう

とするときは、当該旅客自動車運送事業を経営する者に対して、対象地域において対象自動

車を運行するときは、車種規制適合車等を使用することを求めるよう努めるものとする。

４ 荷主等及び旅行業者は、前３項の規定において、車種規制適合車等が使用されたかどうか

を確認し、その結果を記録するよう努めるものとする。

（特定荷主等及び特定旅行業者による要請等の定期報告と公表）

第６条 特定荷主等及び特定旅行業者は、前年度における次に掲げる事項を翌年６月３０日ま

でに別紙様式により、三重県知事に報告するものとする。

一 車種規制適合車等使用の要請状況

二 車種規制適合車等の確認状況

２ 知事は、前項の規定により報告があった各事項について、県のホームページにおいて公

表するものとする。

（車種規制適合車等の使用等に関する周知）

第７条 中継施設管理者は、当該施設に対象自動車で出入りする者に対し、第３条の規定に基

づく車種規制適合車等の使用について周知するための措置（以下「車種規制適合車の使用に

関する周知の措置」という。）に努めるものとする。

第８条 業として自動車を販売し、又は賃貸する者（以下「自動車販売業者等」という。）は、

対象自動車を購入し、又は賃借する者に対し、車種規制適合車等の使用に関する周知の措置

を講じるよう努めるものとする。

２ 業として自動車を整備する者は、対象自動車の整備を受ける者に対し、第４条の規定に基

づく車種規制適合車標章等の表示について周知するための措置を講じるよう努めるものとす

る。

（助言）

第９条 知事は、第３条から第８条までの規定の施行に関し、必要があると認めるときは、対

象地域において対象自動車を運行する者、荷主等、旅行業者、中継施設管理者、自動車販売

業者等及び自動車を整備する者に対し、必要な助言を行うことができる。

（雑則）

第１０条 この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。

附則

この要綱は、平成２５年 月 日から施行する。



別紙様式

（第 6条第 1項 関係）

要 請 等 報 告 書

年 月 日

三重県知事 様

報告者 住 所

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

三重県大気環境の保全に関する流入車対策要綱第 6条第 1項の規定により、次のとおり提出します。

該当する事業者の要件 □ 特定荷主等 □ 特定旅行業者

事 業 所 の 名 称

及 び 所 在 地

（特定荷主等の場合）

（名 称）

（所在地）〒 －

資 本 金 の 額 等

（特定荷主等の場合）

□ 資本金の額 億円

□ 基金の総額 億円

□ 資産の総額 億円

□ 出資の総額 億円

（１）延べ面積 ㎡事業所の建物の延べ面積

及 び 敷 地 面 積

（特定荷主等の場合） （２）敷地面積 ㎡

車種規制適合車等使用

の 要 請 状 況
別紙のとおり

車種規制適合車等の確認状況 別紙のとおり

担 当 者 所 属 氏 名

及 び 連 絡 先

所 属

〒 －

氏 名

電話番号 （ ） －

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

※ 整 理 番 号

備考１ □のある欄には、それぞれに該当する□内にレ印を記載してください。

２ 資本金の額等、事業所の建物の延べ面積及び敷地面積は、前年度末現在の金額及び面積を記載してください。

３ 特定荷主等にあっては、事業所毎に提出してください。特定旅行業者にあっては、県内の本社又は主たる事務所が提出

してください。

４ ※印の欄には、記載しないでください。

要 請 等 報 告 書



（別紙）

報告者 住所

氏名（法人にあっては、名称及び代表者氏名）

車種規制適合車等使用の要請状況及び車種規制適合車等の確認状況

車
種
規
制
適
合
車
等

使
用
の
要
請
状
況

□ 契約書への記載

□ 文書・チラシによる依頼

□ 看板の設置

□ その他（具体的に記載してください。）

（ ）

確

認

の

方

法

□ 車種規制適合車等ステッカーによる確認

□ 使用車両の事前届出・登録等による確認

□ その他（具体的に記載してください。）

（ ）

６月 日 1２月 日

□全車 車種規制適合車等

□非適合車あり

（ 台）

□全車 車種規制適合車等

□非適合車あり

（ 台）

車
種
規
制
適
合
車
等
の
確
認
状
況

確

認

結

果
出入りした総台数

（ 台）

出入りした総台数

（ 台）

特記事項

備考 １ 【車種規制適合車等使用の要請状況】欄には、該当する要請内容の□内にレ印を記載し、該当項目がない場合には、

「その他」に具体的な要請状況を記載してください。

２ 【車種規制適合車等の確認状況】欄について、それぞれの月の中で任意に選んだ1日（2日/年）における事業所に出入

りする対象自動車の確認状況を記載してください。なお、特定旅行業者にあっては、それぞれの月の中で任意に選んだ

1 日（2 日/年）における企画されたツアーに使用する大型バスの確認状況を記載してください。

①｢確認の方法｣欄には、該当する確認方法の□内にレ印を記載し、該当項目がない場合は、その他に具体的な確認方法

を記載してください。

②｢確認結果｣欄には、全車車種規制適合車等である場合は、□内にレ印を記載してください。

非適合車がある場合は、□内にレ印を記載し、非適合車の延べ台数を記載してください。

③事業所に出入りした対象自動車の延べ台数を記載してください。なお、特定旅行業者にあっては、企画されたツアー

に使用した大型バスの延べ台数を記載してください。

３ 【特記事項】欄には、自動車による環境負荷低減につながる取組を運送事業者等に依頼している場合は、具体的な取組

内容等を記載してください。


